
証券コード：3293

開催日時 2024年６月27日（木曜日）午前10時

開催場所 和歌山県和歌山市友田町五丁目18番地
	 ホテルグランヴィア和歌山 ６階 ルグランA
	 〔末尾の「株主総会会場のご案内」をご参照ください｡〕

決議事項 第１号議案 剰余金処分の件
	 第２号議案 取締役１名選任の件

第47期
定時株主総会招集ご通知

	目 次

第47期定時株主総会招集ご通知・・・・・・・・・・・・・・・・・ １
参考書類・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4
事業報告・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7
計算書類・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・25
監査報告書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・29

2024年05月27日 17時13分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20240402_01）



― 1 ―

証券コード：3293
2024年６月11日

(電子提供措置の開始日2024年６月５日)

株 主 各 位
和歌山県和歌山市黒田一丁目２番17号

代表取締役社長 東 行 男

第47期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第47期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げ

ます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウ

ェブサイトに電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト（https://azumahouse.com/ir/library05）

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東京証券取引所ウェブサイト

（https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show）

上記の東京証券取引所ウェブサイトにアクセスして、「銘柄名（会社名）」に「アズマ
ハウス」又は証券「コード」に「3293」（半角）を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書
類/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。
なお、当日ご出席されない場合は、書面により議決権を行使することができます

ので、お手数ながら、電子提供措置事項に掲載の「株主総会参考書類」をご検討い
ただきまして、同封の議決権行使書用紙に、議案に対する賛否をご表示していただ
き、2024年６月26日（水曜日）午後５時30分までに到着するように、折り返しご
送付くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
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記

１. 日 時 2024年６月27日（木曜日）午前10時
２. 場 所 和歌山県和歌山市友田町五丁目18番地

ホテルグランヴィア和歌山 ６階 ルグランＡ
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

【ご注意】
１．本定時株主総会の会場は、予定しております会場の封鎖等により、変更することがありま

す。変更の場合は、はがきまたは後記当社ウェブサイトにてご通知申し上げます。
２．会場の座席間隔を広く確保するため、十分な座席数を確保できず、ご着席いただけない場合、または

ご入場いただけない場合があります。
当社ウェブサイト：https://azumahouse.com/

３. 目 的 事 項
報 告 事 項 １．第47期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）事業

報告及び連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第47期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）計算
書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役１名選任の件

４. その他招集にあたっての決定事項
（１）議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意

思表示をされたものとして取り扱わせていただきます。
（２）当社定款第16条の規定に基づき、本定時株主総会当日、代理人により

議決権を行使される場合は、他の議決権を有する当社の株主様１名に
委任することができます。その場合は、同株主総会当日の受付におい
て、代理権を証明する書面（委任状）をご提出ください。

以 上
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま

すようお願い申し上げます。また、資源節約のため、本定時株主総会招集ご通知をお持ち
くださいますようお願い申し上げます。

◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載
させていただきます。

◎ 電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令および当社定款の規定に基づ
き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。な
お、監査役および会計監査人は次の事項を含む監査対象書類を監査しております。
①業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
②連結株主資本等変動計算書
③連結注記表
④株主資本等変動計算書
⑤個別注記表

◎ 株主総会招集ご通知の記載事項につきまして、ご質問がある株主様は、後記メールアドレ
ス宛、メールにてお送りください。

株主の皆様の関心が高いご質問につきまして、後日、当社ウェブサイトに回答を掲載いたしま
す。なお、個別の回答はしかねますので、ご了承ください。

メールアドレス： ir.kanri@azumahouse.jp

送信期限：2024年６月19日（水曜日）午後５時

＜その他のご案内＞
車椅子等にてご来場の株主様には、会場内に専用スペースを設けております。
ご来場の際には、会場スタッフがご案内いたします。
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案 剰余金処分の件
当期の期末配当につきましては、株主の皆様への安定的な利益還元を考慮し、１株に

つき17.50円とさせていただきたいと存じます。
これにより、当期の年間配当金は、先に実施しました中間配当金17.50円を含め、１

株につき35.00円となります。

期末配当に関する事項
（１）配当財産の種類

金銭といたします。
（２）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

普通株式１株当たり配当額 17.50円
配当総額 140,877,905円

（３）剰余金の配当が効力を生じる日
2024年６月28日
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第２号議案 取締役１名選任の件
取締役 北畑米嗣氏は、本総会の終結の時をもって任期満了となりますので、取締役

１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は次のとおりであります。

氏
ふ り が な

名
(生 年 月 日)

性別
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

再任 社外取締役候補者

北
きたばた

畑 米 嗣
よねつぐ

(1955年２月７日生)

男性

1989年２月 税理士登録

−株

1989年６月 北畑会計事務所開設（現任）
2001年４月 和歌山商工会議所エキスパートバンク登

録講師（現任）
2004年４月 和歌山家庭裁判所家事調停委員
2007年度 関西経営品質賞審査員
2008年度 ひょうご経営改革賞審査員
2008年６月 丸肥運送㈱監査役就任（現任）
2008年６月 豊月運送㈱監査役就任（現任）
2013年１月 ㈱和歌山プロジェクト代表取締役就任

（現任）
2015年５月 ㈱和歌山毎日広告監査役就任（現任）
2016年６月 当社取締役（現任）

（注）１．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．候補者北畑米嗣氏は会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者

であります。
３．当社は候補者北畑米嗣氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。
４．北畑米嗣氏を社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要

候補者北畑米嗣氏は、税理士としての豊富な経験と幅広い見識を有しており、独立
の立場で経営の監督等の職務を遂行するのに適任であることから、社外取締役とし
て再任をお願いするものです。当社経営陣から著しいコントロールを受け得ること
も、また当社経営陣に対して著しいコントロールを及ぼし得ることもなく、独立し
た立場で経営の監督を行うことができることから一般株主と利益相反を生じるおそ
れがないと判断しております。
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５．候補者北畑米嗣氏の就任年数は本総会終結の時をもって８年となります。
６．取締役の任期は、2024年６月27日開催の定時株主総会終結の時から２年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。
７．当社は候補者北畑米嗣氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項に定める損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結しており、当該
契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める額でありま
す。なお、同氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定でありま
す。

８．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（以下、「Ｄ＆
Ｏ保険」という。）契約を保険会社との間で締結しており、これにより取締役全員
が業務に起因して損害賠償責任を負った場合における損害（ただし、保険契約上で
定められた免責事項に該当するものを除く。）等を補填することとしております。
候補者が取締役に選任され就任した場合には、Ｄ＆Ｏ保険の被保険者となります。
Ｄ＆Ｏ保険の契約期間は１年間であり、2024年11月に更新される予定です。

以 上

2024年05月27日 17時13分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.50(64) 20240402_01）



― 7 ―

事 業 報 告
（2023年４月１日 から 2024年３月31日まで）

１. 企業集団の現況に関する事項
（１）事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、行動制限の撤廃や入国制限緩和により社会経済
活動の正常化が進み、個人消費の回復など経済に前向きな動きが顕在化しております。し
かしながら、原材料価格、エネルギー価格の高騰は継続しており、依然として経済全体の
先行きは不透明な状況が続いております。
不動産関連業界におきましては、住宅ローン金利の上昇懸念等はあるものの各住宅取得

支援策は継続しており、実需の住宅取引は堅調に推移いたしました。しかし、建築資材・
住宅設備の断続的な上昇による影響が顕在化しており、近畿圏における新築住宅及び中古
住宅の成約件数については、共に前年同期比を下回る結果となりました。
このような事業環境の中、当社グループは、総合不動産会社であるメリットを活かし、

不動産販売事業・不動産賃貸事業においてワンストップ体制のシナジー最大化戦略に注力
することで収益力の強化に取り組みました。
当社グループの不動産・建設事業においては、住宅取得支援策に支えられる中、安全性

を重視した商品開発を行い、品質管理及び原価管理を徹底的に行うことでお客様ニーズを
追求し、新規契約の獲得及び利益確保に努めてまいりました。
不動産賃貸事業につきましては、当社グループが保有する自社物件及び管理物件の安定

的な収益を維持しつつ、新規顧客の獲得及び管理サービスの充実を図ることで新規オーナ
ー様の獲得を行い、利益確保に努めてまいりました。
土地有効活用事業につきましては、不動産賃貸事業とのセグメント間シナジー効果と

様々な情報チャネルを活用して、安定的な賃貸経営の事業提案を行ってまいりました。
ホテル事業につきましては、行動制限の撤廃、入国制限の緩和及び円安などの影響を受

け、訪日外国人が増加し、事業運営が回復いたしました。
その結果、当連結会計年度における業績は、売上高は130億87百万円（前年同期比7.6％

減）、営業利益は10億12百万円（前年同期比15.9％減）、経常利益は９億61百万円（前年
同期比16.4％減）、売上高経常利益率は7.4％（前年同期8.1％）、親会社株主に帰属する当
期純利益は７億97百万円（前年同期比10.1％増）となりました。

2024年05月27日 17時13分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20240402_01）



― 8 ―

セグメントごとの販売状況は次のとおりであります。
セグメントの名称 売上高(百万円) 前年同期比(％) 内容

不動産・建設事業 8,408 86.3

分譲土地販売、分譲住宅販売、売建分譲販売、
注文建築、リフォーム及び公共工事、不動産仲介、
保険代理業
（土地分譲263区画、分譲住宅販売139棟、売建分譲
住宅33棟、注文住宅22棟、中古住宅販売35棟）

不動産賃貸事業 2,989 104.1 不動産賃貸経営、賃貸管理及び賃貸仲介
（自社物件2,141戸、管理物件14,704戸）

土地有効活用事業 1,034 109.7 資産運用提案型賃貸住宅販売及び建売賃貸住宅販売
（賃貸住宅販売22棟、賃貸中古住宅販売11棟）

ホテル事業 751 105.8 ビジネスホテル及び飲食店の運営

その他（注３） 69 108.3 連結子会社（興國不動産株式会社）等の事業活動

合計（注１） 13,252 92.4 ―

セグメント間取引 △165 94.4 ―

連結計算書類の売上高 13,087 92.4 ―
（注）１．セグメント間取引については含めて記載しております。

２．主たる販売先は不特定多数の一般消費者であり、相手先別販売実績に対する割合が100分の10以上の
販売先はありません。

３．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、連結子会社（興國不動産
株式会社）等の事業活動を含んでおります。
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セグメント別の業績は次のとおりであります。
① 不動産・建設事業

不動産・建設事業は、土地分譲263件、建物194件、中古住宅35件の販売を行いました。
その結果、売上高は84億８百万円（前年同期比86.3％）、セグメント利益は２億９百万円
（前年同期比48.4％）となりました。

② 不動産賃貸事業
不動産賃貸事業は、自社物件2,141戸、管理物件14,704戸を保有し、賃貸経営、賃貸管

理及び賃貸仲介を行いました。その結果、売上高は29億89百万円（前年同期比104.1％）、
セグメント利益は８億95百万円（前年同期比99.6％）となりました。

③ 土地有効活用事業
土地有効活用事業は、賃貸住宅22件、賃貸中古住宅11件の販売を行いました。その結

果、売上高は10億34百万円（前年同期比109.7％）、セグメント利益は１億20百万円（前
年同期比120.6％）となりました。

④ ホテル事業
ホテル事業は、３箇所のビジネスホテル、３箇所の飲食店舗を運営しました。その結果、

売上高は７億51百万円（前年同期比105.8％）、セグメント利益は１億17百万円（前年同
期比178.3％）となりました。

⑤ その他
その他事業は、連結子会社（興國不動産株式会社）において不動産仲介及び賃貸管理を

行いました。その結果、売上高は69百万円（前年同期比108.3％）、セグメント利益は16
百万円（前年同期比167.4％）となりました。
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（２）設備投資の状況
① 不動産・建設事業
重要な設備の投資、除却又は売却等はありません。

② 不動産賃貸事業
当連結会計年度の設備投資等の主なものは、大阪府泉佐野市日根野のマンションの取得

（407百万円）、和歌山県和歌山市鷹匠町のテナントの取得（323百万円）、大阪府泉佐野市
日根野のマンションの取得（275百万円）、和歌山県田辺市稲成町のテナントの取得（231
百万円）であります。
なお、重要な設備の除却又は売却等はありません。

③ 土地有効活用事業
重要な設備の投資、除却又は売却等はありません。

④ ホテル事業
重要な設備の投資、除却又は売却等はありません。

（３）資金調達の状況
重要な資金調達はありません。
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（４）対処すべき課題
経済活動の正常化により緩やかな回復基調となることが期待されますが、当社グループの

主たる事業領域である不動産市場においては、建築資材の高騰や供給制約に伴う建築コスト
の増加、金利上昇等の懸念材料がより顕在化してくるものと想定しております。一方で、イ
ンバウンド観光客数の回復や国内の移動が増加したことにより宿泊施設の稼働改善・収入増
加に伴う、不動産の資産価値向上が進んでおります。このような中、安定的な成長を実現で
きる事業基盤を構築するため、既存事業の深耕及び拡大、経営基盤の強化を推進するととも
に利益確保及び最大化を図ってまいります。

① 主要事業領域における深耕と拡大
当社の事業において継続的に安定した成長を実現していくためには、全社において個人主

体から組織主体の体制への転換、人員の増加だけに頼らない規模の拡大をさせていく必要が
あります。そのために従業員一人ひとりのスキルアップを含め、作業効率の向上に必要なDX
など様々な方法を検討してまいります。また、主要商圏である和歌山をはじめ、大阪などの
近隣地域への拡大も推進することで更なる不動産事業及び派生事業の深耕を強化してまいり
ます。
② 経営基盤の強化
上記の既存事業の深耕と拡大を推進していくためには、ガバナンス体制の強化、バックオ

フィス体制の見直し、財政基盤の強化を図ってまいります。
ガバナンス体制の強化については、危機管理体制の整備、事業継続計画（BCP）の策定・

実施及び情報管理体制も含めたリスクマネジメント体制の強化を進めてまいります。
バックオフィス体制の見直しについては、全社横断的に業務効率化を図り、DX化を検討・

導入して、生産性の向上を図ってまいります。
財務基盤の強化については、物件の仕入・販売のリスク管理・スケジュール管理を徹底し

ていくとともに不動産特定共同事業法による参画など資金調達先の多様化を検討してまいり
ます。
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③ 利益の確保及び最大化
当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題の一つとして位置付けております。株

主の皆様への利益還元につきましては、収益力の向上を図り、配当原資を確保することによ
り継続的かつ安定的な配当の実施を基本方針として株主利益の最大化を目指した経営戦略を
実践することにより、収益力の向上と事業基盤の拡大に努めてまいります。

（５）財産及び損益の状況の推移

区 分
第44期 第45期 第46期 第47期

2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期
（当連結会計年度）

売 上 高 （百万円） 14,286 13,910 14,163 13,087

経 常 利 益 （百万円） 1,094 1,175 1,151 961
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 （百万円） 760 755 723 797

１株当たり当期純利益 （円） 94.61 94.09 90.30 99.06

総 資 産 （百万円） 31,279 31,326 30,878 32,436

純 資 産 （百万円） 15,767 15,800 16,142 16,586

１株当たり純資産 （円） 1,904.37 1,966.71 2,008.28 2,060.41
（注）１．当社は、2022年４月１日を効力発生日として普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており

ます。これに伴い、第44期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり当期純利益」
及び「１株当たり純資産」を算定しております。

２．第45期より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用して
おり、第45期以降の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後の数値を記載して
います。
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（６）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

名 称 出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

興國不動産株式会社 100％ 不動産賃貸事業

株式会社賃貸住宅センター 100％ 不動産賃貸事業

株式会社シージェーシー管理センター 100％ 不動産賃貸事業

株式会社アイワライフネット 100％ 不動産・建設事業

（７）主要な事業内容（2024年３月31日現在）
事 業 事 業 内 容

不 動 産 ・ 建 設 事 業
分譲土地販売、分譲住宅販売、売建分譲販売、
注文建築、リフォーム及び公共工事、不動産仲介、
保険代理業

不 動 産 賃 貸 事 業 不動産賃貸経営、賃貸管理及び賃貸仲介、

土 地 有 効 活 用 事 業 資産運用提案型賃貸住宅販売及び建売賃貸住宅販売

ホ テ ル 事 業 ビジネスホテル及び飲食店の運営
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（８）主要な事業所（2024年３月31日現在）
① 本 社 和歌山県和歌山市黒田一丁目２番17号
② 主な事業所 国体道路支店（和歌山県和歌山市北出島一丁目４番58号）

堀止支店（和歌山県和歌山市堀止南ノ丁５番１号）
北部支店（和歌山県和歌山市次郎丸33番９）
岩出支店（和歌山県岩出市西野115番８）
大阪支店（大阪府大阪狭山市茱萸木三丁目120番１）
和歌山アーバンホテル（和歌山県和歌山市黒田一丁目２番17号）
ワカヤマ第１冨士ホテル（和歌山県和歌山市元博労町５番地）
ワカヤマ第２冨士ホテル（和歌山県和歌山市湊紺屋町一丁目20番）
カフェグランデ（和歌山県和歌山市黒田一丁目２番17号）
天ざんPLUS（和歌山県和歌山市新生町10番６）
天ざんPLUS岩出店（和歌山県岩出市高塚143番１）

（９）従業員の状況（2024年３月31日現在）
従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

154人 3人減 48.9歳 7.1年
（注）従業員数は契約社員を含む就業人員であります。
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（10）主要な借入先及び借入額（2024年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 紀 陽 銀 行 4,196百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,526百万円

株 式 会 社 関 西 み ら い 銀 行 2,054百万円

株 式 会 社 池 田 泉 州 銀 行 1,702百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 903百万円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 593百万円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 581百万円

（11）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２. 会社の株式に関する事項 （2024年３月31日現在）
（１）発行可能株式総数 普通株式 10,000,000株

（２）発行済株式の総数 普通株式 8,063,400株（うち自己株式 13,234株）

（３）株 主 数 3,160名

（４）大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

東 行 男 2,910,000株 36.1％

東 優 子 1,240,000株 15.4％

スリーエースコーポレーション株式会社 420,000株 5.2％

山 本 知 宏 241,800株 3.0％

東 さ ゆ り 240,000株 2.9％

東 祐 子 240,000株 2.9％

アズマハウス社員持株会 192,640株 2.3％

吉 田 忠 義 82,700株 1.0％

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 81,182株 1.0％

徳 田 芳 和 70,000株 0.8％
（注）持株比率は、自己株式を控除し、小数点第２位を切り捨てて計算しております。
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（５）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
当事業年度中に交付した株式報酬の内容は以下のとおりであります。
・取締役、その他の役員に交付した株式の区分別合計

区 分 株 式 数 交付対象者数

取締役（社外取締役を除く） 12,000株 3名
（注）当該株式報酬の内容については、22頁『取締役及び監査役の報酬等の総額等』に記載しております。

（６）その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。
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３. 会社役員に関する事項
（１）取締役及び監査役に関する事項（2024年３月31日現在）

氏 名 性別 地 位 担当及び重要な兼職の状況

東 行 男 男性 代表取締役社長
興國不動産㈱代表取締役社長
㈱賃貸住宅センター代表取締役社長
㈱シージェーシー管理センター代表取締役社長
㈱アイワライフネット代表取締役社長

大 東 篤 史 男性 専務取締役
㈱賃貸住宅センター専務取締役
㈱シージェーシー管理センター専務取締役
㈱アイワライフネット専務取締役

平 山 豊 和 男性 専務取締役 興國不動産㈱専務取締役
真 川 幸 範 男性 常務取締役

北 畑 米 嗣 男性 取締役

北畑会計事務所所長（税理士）
和歌山商工会議所エキスパートバンク登録講師
丸肥運送㈱監査役
豊月運送㈱監査役
㈱和歌山プロジェクト代表取締役
㈱和歌山毎日広告監査役

田 中 郁 久 男性 常勤監査役
㈱賃貸住宅センター監査役
㈱シージェーシー管理センター監査役
㈱アイワライフネット監査役

上 岡 美 穂 女性 監査役 吹上法律事務所（弁護士）
小 西 順 士 男性 監査役

（注）１．取締役 北畑米嗣は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．監査役 田中郁久、監査役 上岡美穂及び監査役 小西順士は、会社法第２条第16号に定める社外監

査役であります。
３．監査役 田中郁久は、長年にわたり金融機関で支店長やローンセンター長などを務め、支店運営や審

査などの業務において、財務及び会計に関する専門的知見を有しております。
４．当社は、取締役 北畑米嗣、監査役 上岡美穂及び監査役 小西順士を東京証券取引所の定めに基づ

く独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
５．取締役 北畑米嗣及び監査役 上岡美穂の重要な兼職先と当社との間に特別の関係はありません。
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（２）責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役及び社外監査役との間に、損害

賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定款で定め、当社と社外取締役及び社外監査役と
の間で会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく
賠償責任限度額は、法令の定める最低限度額としております。

（３）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間

で締結し、被保険者が当社の役員としての業務につき行った行為（不作為を含む。）に起因し
て損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る法律上の損害賠償金や争訟費用等を
当該保険契約により填補することとしております。なお、故意または重過失による違法行為
を行った役員自身の損害等は補償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が
損なわれないように措置を講じております。また、当該保険の被保険者である役員の全てが、
その保険料の約１割を自己負担しております。

（４）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、2023年５月１５日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に
係る決定方針を決議しております。決定方針の内容は次のとおりです。

１ 基本方針
・当社の取締役の報酬は、基本報酬（金銭報酬）と長期インセンティブとしての株式
報酬によって構成し、株主総会の決議により定められた報酬限度の範囲内で決定す
る。また、個人別の取締役の報酬は、持続的な企業価値の向上を動機づける報酬と
すること及び株主をはじめとするステークホルダーに対して説明責任を果たせる、
「透明性」、「公正性」、「合理性」の高い報酬とする。
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２ 基本報酬の額の決定に関する方針
・基本報酬は、役位や職務内容、業績貢献度等を考慮して年額を決定し、毎月均等額
を支給する。

３ 非金銭報酬の内容及び額又は数の決定に関する方針
・社外取締役を除く取締役（以下「対象取締役」という。）に対し、譲渡制限付株式
（割当てを受けた日より、取締役会が予め定める役職員の地位を退任・退職した直後
の時点までの間、譲渡等の処分をしてはならない旨その他の条件が付された当社の
普通株式をいう。）を付与するための金銭債権を支給する。

・各対象取締役に対して支給される金銭債権の額及び当該金銭債権を現物出資財産と
して払込むことにより割当てられる譲渡制限付株式の数については、株主総会の決
議により定められた総額及び総数の範囲内で、取締役会において具体的な支給時期
と併せて決定する。

４ 基本報酬の額と非金銭報酬の額の割合の決定に関する方針
・基本報酬と株式報酬の比率は特段定めないが、概ね基本報酬90％：株式報酬10％と
設定する。

５ 取締役の個人別の報酬の内容についての決定方法
・企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分機能し、株主利益とも連
動し、かつ、経営計画も踏まえた報酬体系を構築すべく取締役の個人別の報酬の内
容にかかる決定方針の原案を取締役会に上程し、決議する。

・取締役の報酬については、同業他社との比較や業績等を取締役会において審議し、
取締役会による委任を受けた代表取締役社長 東 行男が決定方針に基づいてその
具体的内容（基本報酬の額、株式報酬の付与数等）を決定する。

・委任権限が適切に行使されるよう、取締役会にて社外取締役の意見を求める場を設
ける等の措置を講ずる。
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② 取締役及び監査役の報酬等について株主総会の決議に関する事項
当社取締役の金銭報酬の額は、2013年６月29日開催の第36期定時株主総会において、年
額300百万円以内と決議されております。当該定時株主総会終結時点での取締役の員数は
５名です。役員の金銭報酬は、固定報酬とし、年額で決定された報酬を月額により支給
することとしています。
また、役員報酬制度の見直しの一環として、当社の取締役（社外取締役を除く。以下
「対象取締役」という。）に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与え
るとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めるため、2023年６月28日開催の第46
期定時株主総会において、対象取締役に対して年額25百万円を上限として、報酬枠の範
囲内にて設定する、譲渡制限付株式の割当のための金銭報酬債権を支給することを決議
いただき、譲渡制限付株式報酬制度を導入いたしました。当該定時株主総会終結時点で
の取締役の員数は５名（うち社外取締役１名）です。
当社監査役の金銭報酬の額は、2013年６月29日開催の第36期定時株主総会において、年
額30百万円以内と決議されております。当該定時株主総会終結時点での監査役の員数は
２名（うち、社外監査役は１名）です。また、監査役の報酬は、監査役の協議により決
定しております。

③ 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
当社は、取締役会の委任決議に基づき代表取締役社長 東 行男が取締役の個人別の報
酬額を決定しております。
代表取締役社長に委任をした理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当領域
や職責の評価を行うには代表取締役社長が最も適しているからでありますが、決定する
に際しては、取締役会で決議された決定方針に基づき決定しなければならないものとし
ています。また、取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよ
う同業他社との比較や業績等を審議することとしており、当該手続きを経て取締役の個
人別の報酬額が決定されていることから、取締役会は、その内容が決定方針に沿うもの
であり、相当であると判断しております。
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④ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分 報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数(名)固定報酬 業績連動報酬 非金銭報酬等

取締役
(社外取締役を除く) 127 121 − 6 4

監査役
(社外監査役を除く) − − − − −

社外取締役 3 3 − − 1

社外監査役 13 13 − − 3
（注）１．上記非金銭報酬等は、譲渡制限付株式報酬として当事業年度に費用計上した額であります。

２．非金銭報酬等として、取締役に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるととも
に、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、譲渡制限付株式報酬を支給しており
ます。当該譲渡制限付株式は、譲渡制限期間を当社の取締役会が予め定める地位を退任又は退職した
直後の時点とし、当社取締役会が正当と認める理由により譲渡制限期間が満了する前に当社の取締役
会を退任した場合には、譲渡制限を解除するものであります。なお、譲渡制限期間が満了する前に当
社取締役会が正当と認める理由がある場合を除き、当社の取締役を退任した場合は、当社が無償取得
するものとしております。
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（５）社外役員に関する事項
当事業年度における主な活動状況

出席状況、発言状況及び社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 北畑 米嗣
当事業年度に開催された取締役会14回のうち13回に出席し、税
理士としての豊富な経験と幅広い見識から、議案・審議等につ
き、必要な発言を適宜行っております。また、独立した客観的
立場から経営陣の職務執行などに関する監督に務めております。

監査役 田中 郁久

当事業年度に開催された取締役会及び監査役会の14回全てに出
席し、必要に応じ、金融機関での実務経験から議案・審議等に
積極的な意見具申を行っております。また、上記のほか経営会
議などの主要会議に出席し、執行内容に関する監視・監督に務
めております。

監査役 上岡 美穂
当事業年度に開催された取締役会及び監査役会の14回のうち13
回に出席し、必要に応じ、主に弁護士としての専門的見地から、
業務執行の適法性について監視・監督をし、議案・審議等に積
極的な意見具申を行っております。

監査役 小西 順士
当事業年度に開催された取締役会及び監査役会の14回全てに出
席し、必要に応じ、長年にわたり務めた警察官としての豊富な
経験と専門的見地から、業務執行の適法性について監視・監督
をし、議案・審議等に積極的な意見具申を行っております。
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４. 会計監査人の状況
（１）会計監査人の名称 PwC Japan有限責任監査法人

（注）2023年12月１日付でＰｗＣ京都監査法人（消滅法人）は、ＰｗＣあらた有限責任監査法人（存続法
人）と合併いたしました。また、ＰｗＣあらた有限責任監査法人は、同日付でPwC Japan有限責任
監査法人に名称を変更いたしました。

（２）当事業年度に係る報酬等の額
報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22百万円

当社及び当社の子会社が会計監査人に支払う
べき金銭その他の財産上の利益の合計額 22百万円

（注）１．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況、監査時間及び監査報酬の推移
並びに報酬見積りの算定根拠が適切であるかどうか検討した結果、会計監査人の報酬等の額につき、
会社法第399条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

（３）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（４）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に規定する解任事由に該当すると判

断したときは、監査役会で協議の上、会計監査人を解任する方針です。また、会計監査人の
職務の遂行が適正に行われることを確保するための独立性、監査体制、品質管理体制が整備
されていないと認められる場合は、解任又は不再任の決定を行う方針です。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2024年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
販 売 用 不 動 産
未 成 工 事 支 出 金
貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

10,615,366
4,635,250

39,187
4,165,314
1,302,638

11,371
464,634
△3,029

21,821,078
21,103,365
6,740,204

32,395
14,041,962

176,481
112,321
315,217
266,550
48,667

402,495
25,053
20,218

205,699
151,523

流 動 負 債 4,341,954
買 掛 金 18,956
工 事 未 払 金 515,634
短 期 借 入 金 251,500
１年内償還予定の社債 40,000
１年内返済予定の長期借入金 2,438,845
未 払 法 人 税 等 262,510
賞 与 引 当 金 75,238
そ の 他 739,269

固 定 負 債 11,507,856
社 債 350,000
長 期 借 入 金 10,533,370
資 産 除 去 債 務 77,426
繰 延 税 金 負 債 15,261
そ の 他 531,799

負 債 合 計 15,849,811
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 16,586,633
資 本 金 596,763
資 本 剰 余 金 536,885
利 益 剰 余 金 15,462,583
自 己 株 式 △9,598

純 資 産 合 計 16,586,633
資 産 合 計 32,436,444 負 債 ・ 純 資 産 合 計 32,436,444

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 13,087,624
売 上 原 価 8,663,775

売 上 総 利 益 4,423,848
販売費及び一般管理費 3,411,741

営 業 利 益 1,012,107
営 業 外 収 益 123,986

受 取 利 息 217
受 取 配 当 金 15,512
受 取 事 務 手 数 料 8,437
受 取 手 数 料 52,852
受 取 賃 貸 料 10,647
受 取 保 険 金 8,549
解 約 金 収 入 12,271
受 取 補 助 金 3,663
そ の 他 11,835

営 業 外 費 用 174,148
支 払 利 息 158,791
そ の 他 15,356
経 常 利 益 961,945

特 別 利 益 336,854
固 定 資 産 売 却 益 10,191
投 資 有 価 証 券 売 却 益 309,879
補 助 金 収 入 16,783

特 別 損 失 109,129
固 定 資 産 売 却 損 23
減 損 損 失 668
固 定 資 産 除 却 損 6,707
固 定 資 産 圧 縮 損 16,783
投 資 有 価 証 券 評 価 損 84,946
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,189,671
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 435,902
法 人 税 等 調 整 額 △43,301 392,601
当 期 純 利 益 797,069
親 会社株主に帰属する当期純利益 797,069

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（2024年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
販 売 用 不 動 産
未 成 工 事 支 出 金
貯 蔵 品
前 払 金
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

9,545,026
3,619,953

39,187
4,165,314
1,297,658

9,193
129,082
55,228

232,438
△3,029

23,093,438
20,605,712
6,518,166

15,449
32,395

0
31,485

13,752,724
176,481
79,010
14,966
10,923
4,043

2,472,758
15,053

2,110,155
1,460

20,218
27,219

196,220
102,431

（負 債 の 部）
流 動 負 債 3,969,777

買 掛 金 18,956
工 事 未 払 金 485,408
短 期 借 入 金 251,500
１ 年 内 償 還 予 定 社 債 40,000
１年内返済予定長期借入金 2,438,845
未 払 費 用 123,994
未 払 法 人 税 等 233,703
未 払 消 費 税 等 15,186
前 受 金 190,309
預 り 金 100,675
賞 与 引 当 金 44,262
そ の 他 26,935

固 定 負 債 12,040,619
社 債 350,000
長 期 借 入 金 11,103,370
資 産 除 去 債 務 64,926
そ の 他 522,322

負 債 合 計 16,010,397
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 16,628,068
資 本 金 596,763
資 本 剰 余 金 529,403
資 本 準 備 金 528,963
そ の 他 資 本 剰 余 金 440

利 益 剰 余 金 15,511,499
利 益 準 備 金 2,500
そ の 他 利 益 剰 余 金 15,508,999
別 途 積 立 金 6,653,000
繰 越 利 益 剰 余 金 8,855,999

自 己 株 式 △9,598
純 資 産 合 計 16,628,068

資 産 合 計 32,638,465 負 債 ・ 純 資 産 合 計 32,638,465
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 11,804,029
売 上 原 価 8,283,369

売 上 総 利 益 3,520,660
販売費及び一般管理費 2,613,675

営 業 利 益 906,985
営 業 外 収 益 146,770

受 取 利 息 202
受 取 配 当 金 15,512
受 取 手 数 料 89,852
解 約 金 収 入 12,271
受 取 賃 貸 料 10,647
受 取 補 助 金 3,213
そ の 他 15,070

営 業 外 費 用 181,700
支 払 利 息 166,879
そ の 他 14,820
経 常 利 益 872,055

特 別 利 益 336,854
固 定 資 産 売 却 益 10,191
投 資 有 価 証 券 売 却 益 309,879
補 助 金 収 入 16,783

特 別 損 失 109,008
固 定 資 産 売 却 損 23
減 損 損 失 668
固 定 資 産 除 却 損 6,587
固 定 資 産 圧 縮 損 16,783
投 資 有 価 証 券 評 価 損 84,946
税 引 前 当 期 純 利 益 1,099,901
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 397,028
法 人 税 等 調 整 額 △41,881 355,147
当 期 純 利 益 744,753

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2024年５月24日

ア ズ マ ハ ウ ス 株 式 会 社
取 締 役 会 御 中

PwC Japan有限責任監査法人
京都事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 田 口 真 樹
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 下 大 輔

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、アズマハウス株式会社の2023年４月１日から2024年３月

31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

アズマハウス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお

ける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国に
おける職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理
上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示する

ことにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他

の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記

載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報

告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切である
かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書
類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家

としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手
続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど
うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類
の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手
した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎
となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠
を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で
監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統

制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行
う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じ
ている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容につい
て報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2024年５月24日

ア ズ マ ハ ウ ス 株 式 会 社
取 締 役 会 御 中

PwC Japan有限責任監査法人
京都事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 田 口 真 樹
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 下 大 輔

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、アズマハウス株式会社の2023年４月１日から2024

年３月31日までの第47期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当

該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお

ける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国にお
ける職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし
ている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示する

ことにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載

内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、
そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報

告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家

としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手
続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう
か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注
記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類
等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査
証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる
取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統

制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じてい
る場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報
告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査役会は、2023年４月１日から2024年３月31日までの第47期事業年度における取締役の職務の執行に関して、各監査

役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、

取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部

門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施
しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告
を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社
及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び
第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人か
らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が
適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基
準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業
報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人PwC Japan有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人PwC Japan有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2024年５月27日

アズマハウス株式会社 監査役会
常勤監査役（社外監査役） 田 中 郁 久 印

社外監査役 上 岡 美 穂 印

社外監査役 小 西 順 士 印

以 上
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